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《要旨》
　会計は、社会が複雑かつグローバル化する中で、会計知識と技術を最大限に駆使して適切な
判断を行い、抑止力を発揮し、社会の発展に貢献するような人物を育成することが期待される
学問である。しかしながら近年は、大学生の会計を学ぶ意欲の低下と、それに伴う会計学を専
攻する学生の減少が深刻な問題となっている。大学会計教育改革の先を行くカナダの取り組み
を参考に、我が国の大学が直面する会計教育問題とその対応、そして今後採るべき会計教育ア
プローチについて検証する。
《キーワード》：カナダの大学会計教育改革、初学者（低学年）対象の財務会計入門講義、深層
教育、受講者数、成績評価方法
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1 ．はじめに
　会計は日本のみならず国際社会にとって不可欠な社会制度である。それは会計が持つ特に次
の二つの機能に起因する。利害関係者が企業に関して適切な経済的意思決定や判断が出来るよ
う適切な会計情報を提供する情報提供機能と、公正かつ公平な企業の財務情報を提供し利害関
係者間コンフリクトの解消を促す利害調整機能である［矢部、2017、8頁］。社会構造を支える
この二つの機能を適切に運用するという重要な社会的役割を担う会計は、社会が複雑かつグロ
ーバル化する中で、会計知識と技術を最大限に駆使して適切な判断を行い、抑止力を発揮し、
社会の発展に貢献するような人物を育成することも期待される。会計の本質を理解し、社会に
貢献できる人物の育成には充実した会計教育が不可欠であり、その最適な場所として高等教育
機関（特に大学であることを踏まえ、以降、大学と記述）における会計教育の充実・発展が、
我が国だけでなく多くの国で常に求められている（Wiecek&Beal［2011］,p.3）。
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　しかしながら、学生個々の要求や知識水準を踏まえ、学生の成長に繫がる会計教育方法を如
何に構築し実践すべきか、その効果や成果をどのように理解し活用すべきかについての判断は、
教育法を専門的に学ばず教育者となる会計学者にとって容易ではない。さらに、膨大かつ複雑
な会計専門知識や技術を学生に修得させることは容易ではない。
　本稿で参考にしたカナダの大学会計教育も長い期間試行錯誤を繰り返し、今もなおその過程
にある。我が国の先をいくカナダにおける会計教育の取り組みの中で興味深い一例を紹介する
ことで、我が国の将来の大学会計教育へ何らかの示唆を示すことが出来ると考え、その実践・
検証を本稿の目的とする。
2 ．大学会計教育が直面する課題
　大学会計教育は重要な社会的役割を担っている。会計学専攻の学生を簿記ならびに会計が持
つ社会的役割を理解し、会計知識・技術を駆使して適切な意思決定や判断を行うことのできる
人物に育てる役割である。会計学を専攻する学生のキャリアは、概ね次のように分けられる
（Wiecek&Beal［2011］,p.3）。
・会計専門家資格を取得し、会計専門職に従事する学生への会計教育、
・会計専門家資格を取得しないが、産業界、政界、非営利組織において経理担当者や管理者、
さらには経営者として働く選択をする学生への会計教育、
・一般的なビジネスキャリアを積む学生への会計教育、
・一般教養としての会計教育。
　近年我が国では、総体的に学生の会計学を学ぶ意欲の低下や会計学を専攻する学生の減少、
延いては将来も継続して会計を学ぶ人物の減少が懸念されている。その原因は大学会計教育の
最終目的である会計専門家育成の登竜門である「簿記」にあるとされる。簿記に対して実際に
学ぶ前から苦手意識や嫌悪感を持つ学生が少なからずいる。それは、
　①どれだけ容易に説明しようとも初めて見聞する言葉（会計技術用語や勘定科目）の多さや
処理の複雑さ、
　②簿記原理を考え理解することなく資格取得のために暗記中心の講義にならざるを得ない教
授方法、
などに起因すると考えられる。暗記の奨励は、学生個々の知識水準や要求、興味を無視して、
成果の向上のみを狙い一律で会計教育を行うことを意味する。また、努力して大学において簿
記履修単位を取得しても、大学卒業単位取得が受験要件となる医学部や薬学部のように会計専
門家資格取得に直結する大学卒業履修単位認定が行われないことや、IT 技術の発達により就職
活動における簿記検定合格実績の効力や職場における簿記の知識・技術の必要性に疑問を抱き、
簿記への学習意欲を減少させる原因となっている。さらに、会計知識や技術の構築だけでなく、
会社の財務情報のみならず様々な機密情報を扱うため、社会人の中でも特に清廉かつ公平な人
物であるよう厳しく要求されることも、重要な原因である。
　このように、会計学習の登竜門として避けられない簿記講義履修への誘導が年々困難になっ
ている大学会計教育は、学生を引き付ける魅力的な会計カリキュラムの提供という正解の無い
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課題に手探りで取り組まざるを得ず、模索し続けている。筆者も実際の会計教育現場の学生の
反応から、受動型会計教育にならざるを得ない状況とその弊害や限界を痛切に感じ、近年改良
が出来ないものかと、以下のような、学生が参加できる動きを伴う講義が出来るよう教育現場
で試行錯誤している。
・パワーポイントと連動するプリントを配布し、アニメーションを駆使した動きのある文字・
図・表で説明し、重要点のみのノートテイクで時間を省くなど知識構築を効率的に進める。
・問題解答する時間を多く取り、さらに学生に黒板に解答させる。
・学生が興味を抱いている実在する会社の IR 情報から、財務情報だけでなく、会社を様々な角
度（例えば、会社名の由来や意外な創立理由や主要商品が出来た逸話など）から理解する方
法を学び、学生同士で検討させる。
・京セラ会長稲森和夫が経営における会計の必要性を説いた著書を音読するなど、偉大な経営
者が経験から得た考えや教えから、会計の必要性や重要性を実感させる。
・仮想会社を創立・運営し、取引会社との関係や、ライバル会社との競争関係、同じ目的を持
つ会社との協力関係など、会社運営を経験させる。
・工場見学により、最新の技術や商品に触れさせる。
・倫理面の充実を狙い、会計倫理を考えさせるケーススタデイを課題として毎講義時間提供す
る。
　これまでの暗記重視の受動型教育の弊害、つまり自らで問題提起し、それについて思考を重
ね、問題解決につなげられる人物を育てられないという現状は、大学会計教育特有、さらには
我が国特有というのものではないと理解している。欧米諸国において、あらゆる世代教育、あ
らゆる専門分野教育の現状や将来が懸念されており、改良が繰り返されているからである。そ
の取り組みから我が国の大学会計教育に対して何らかの示唆を得たいと考えているカナダにお
いても、以下のような問題意識を持って大学会計教育改革に近年継続して取り組んでいる（Lois.
DandAlanJ.［1994］,pp.3-14）。
・会計学専攻の学生が、大学卒業後も専門知識をもつ者としての役割（professionaldemands）
を行えるよう、生涯に渡り継続して会計知識や技術の向上を続けるよう導けるか。
・会計学は学生にとって魅力的な学問であるか。
・会計学は最良の、最も聡明な人々にとって興味深い学問であるか（attractingthebestandthe
brightest）。
・会計事務所が会計学を専攻した卒業生を雇用しない傾向を分析できるか。
　カナダがこのような問題意識を持った背景には、次に記した会計教育に対する課題や問題点
がある（Wiecek&Beal［2011］,pp.2-8）。
・会計専門家協会が専門家資格要件（単位認可）として総合大学の教育プログラムを受け入れ
ているにもかかわらず、会計専門家協会と大学は会計教育に対して具体的な連携関係を持っ
ておらず（Lois.DandAlanJ.［1994］,p141）、結果、会計学専攻学生の会計事務所への就職
に繋がっていない。
・会計学カリキュラムは経営学部カリキュラムに組み込まれているため、
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◆ 講義時間の重複や登録科目数の限界などの理由から、学生が会計専門科目を受講する機
会や意思を失う可能性がある。
◆ なるべく多くの会計学講義を開講できるよう、経営学部の他の科目との間で学生獲得を
争わなくてはならない。
◆ 会計学専攻予定で入学した学生が、他科目専攻に魅力を感じ変更する可能性を排除する
ため努力しなくてはならない。
◆ 他の科目と共通評価基準（一般的な大学の教育評価基準）の適用が求められるため、カ
リキュラムの内容の変更が余儀なくされる可能性があり、一般教養科目の域を出ない。
◆ 会計博士号や Ph.D. を保持する教員の慢性的な不足が広範囲に渡り重大な影響をもたら
している。開講科目の削減、学生定員の制限、常勤講師より非常勤講師の雇用の奨励な
どである。そのため、非常勤講師の雇用増加は、非常勤講師の大学在学時間の制限から
教育内容の低下、非常勤講師の増加に比例した専任教員数減少、それに伴う専任教員の
研究外の業務の増加などの弊害が生じ、結果として学部内における会計分野の地位の低
下をもたらした。
・カナダの大学のほとんどが、運営資金（補助金）を所属する州から配分されている公的機関
（publicinstitution）であるために州政府からの補助金獲得、外部の一般組織や一般の人々か
らの継続的な資金提供（寄付金）、教員による研究助成金の獲得、社会人対象の公開講義や
MBA プログラム（MBAeducation）の開講、最終手段として授業料の値上げなど、資金獲得
重視の姿勢が会計学の魅力を奪っている。
3 ．カナダにおける実証研究と結果
　通常、どの専門分野においても大学の初学者対象の講義は重要な役割を担っている。専門分
野について興味を抱くよう平易に説明し、興味を引き出し、将来に渡り専門的に学習する意思
を抱くよう導く役割である。近年カナダの大学では、会計専門知識を暗記中心や受動的ではな
く、実践的に学ぶ会計学講義を経営学部の低学年対象カリキュラムにおいて開講する傾向にあ
る。その目的は、経営学部生全員に、ビジネスマンが持つべき基本知識の一つとして会計情報
を利用する知識・技術を付けさせることであるが、会計学に興味を抱かせ、高学年で専門的に
会計学を学ぶ学生の増加に繫がることも期待されている。
　会計学は、どちらかといえば規則や手続きを機械的に適用するものではなく、企業情報を分
析し、意思決定を行うためのフレームワークである。そのため、会計リテラシーを培うために
は次のような教育が必要との意見がある。
・次第に複雑化する会計知識や技術を多くの人々が積極的かつ興味を持って修得できるような
教育の実践（Martin.TandRachel.B［2013］,p.1）、
・自己の思考を意識的、熟慮的に吟味する内省的思考ならびに何を信じ主張し行動するかを支
える思考である「批判的思考力（criticalthinking）」、創造的思考力、問題解決力、コミュニ
ケーション力、チームワークへの協力などを、深層学習（deeplearning）の導入により構築
（Martin.TandRachel.B［2013］，p.1）、
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・将来に渡り継続して学習が必要な職業であることの認識（Barb.BandJulia.H,［2013］,p.12）、
　この必要事項を備えた会計教育環境を整えるため、カナダの大学会計教育においても最優先
事項として掲げられたのが経営学部の再編成であり、低学年対象カリキュラムに実践的会計学
講義を設置することに対する様々な実験調査と検証が行われた（Barb.BandJulia.H,［2013］）。
　先に述べたように、筆者がカナダの大学会計教育に注目した理由は、教育学の論文でよく見
かける深層学習に興味を抱いたためである。深層学習とは、新たに得た概念を既有知識や経験
と関連させて物事に対する理解や個人的な思考を発展させる、質的に複雑かつ完全な学習方法
である（Martin.TandRachel.［2013］,p.1）。具体的には、問題解決学習、体験学習、クラスで
のグループディスカッション、ディベート等、学生にとって有意義な教材や教育方法の活用で
ある。相反する学習方法に表層学習（ surfacelearning）があるが、表層学習とは教員から示さ
れた白黒はっきりした事実を複製する学習、つまり思考を含め個々人の能力を発展させない学
習として、深層学習と区別される（YengWandShiY［2015］）。我が国の会計教育は、特に大
学低学年に対して簿記原理を考え理解する前に資格取得のための暗記中心の学習、すなわち表
層学習で行われる傾向が強く、学習初期の段階で会計学への嫌悪感を生じさせたと考える。そ
のため、大学低学年対象の講義に主体的かつ対話的で深い学びを実践する会計学講義を設置す
ることで、個人的資質の向上をもたらす大学会計教育につながるのではと期待し、既にそのよ
うな講義を設置かつその効率化を図っているカナダの研究に注目した。
　カナダのゲルフ大学（Univ.ofGuelph）の BarbBloemhof と JuliaChristensenHughes（以下、
Barb.B と Julia.H）は、オンタリオ州にある 4 つの大学（本稿で後に記載）が開講している初
学者が多く占める低学年対象の財務会計入門講義を実験調査対象に選び、検証を行った（Barb.
BandJulia.H,［2013］）。
　Barb.B と Julia.H は、関心や将来の目的につながる内容を提供し、深層学習をサポートする
魅力的かつ適正な学習環境の整備が会計学習の充実には不可欠であると考え、次の 2 つのこと
に特に注目し調査を行った。1 つは、会計資格取得を見据え一方的な教授かつ暗記中心の会計
教育アプローチからの離脱の方法、その影響と効果である。カナダの会計教育に重大な危機を
もたらしているとされるこのアプローチから離脱し、実在する国内企業の財務分析・検討、ケ
ーススタデイや時事問題をテーマとしたグループディスカッションやディベート等、深く思考
する経験学習を取り入れた低学年対象の会計学講義の適切な在り方を、調査から見極めようと
している（Hall,M,Ramsay,AandRaven,J［2004］）。
　もう 1 つはクラスの受講者数が学生にもたらす影響の把握および検討である。1 クラスの受
講者数は、増えれば増えるほど講義スタイルに変化を付けることで対応せざるを得ず、講義ス
タイルの変化に伴い教員側の成績評価方法も変えざるを得ないことから、学生側の学習意欲や
活動に大きな影響力を持つとされる。総じて、大人数クラスで講義を受けた学生の学習意欲は
次第に低くなり、講義内容の理解力低下に繫がり、その結果、成績が小人数クラスの学生の成
績より低くなるという負のスパイラルに入る。将来も引き続き会計学を学ぼうという意思は、
専門科目に対する興味やもっと深く知りたいという好奇心が源泉（Martin.TandRachel.B［2013］,
p.3）であるから、調査から得た低学年対象の会計学講義の受講者数のデータの分析を行い、ク
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ラス編成に役立てようとしている。
　調査手段として、教育学の分野で使用される学生講義参加（出席）状況調査（TheClassroom
SurveyofStudentEngagement 1 ））と 学 習 ア ン ケー ト（ TheLancasterApproachestoStudying
Questionnaire 2））を組み合わせ、学生の生の声や行動を調査に即時に反映させながら、カナダの
大学会計教育の現状の把握と新たな対応を加えた場合の効果を調査している。次の大学（実際
の名称の記述無し）に勤務する教育者の教育方法や課題、経験などをサンプルとしている。
・大規模大学院大学（RelevanceUniv.）
・中規模総合大学（TraditionalUniv.）
・学位授与（degree-grantingcollege）大学（CollegialUniv.）
・総合大学と短期大学の提携型機関（ Univ.-collegepartnership-basedinstitution ）（ Integrative
Univ.）
　上記の 4 つの大学は、会計学教育の目的や認識がある程度共有されている反面、講義カリキ
ュラムの内容や特徴において相違が見られることから、比較に適していると選択された。
　また、Barb.B と Julia.H は、調査を通じて「会計学の学習にとって実践すること（practice=
考える、練習するなど）が重要である」というキーワードを掲げ、調査課題として次の 3 つを
挙げている（Barb.BandJulia.H,［2013］,p14）。
・講義への学生の関わり方。
・講義中もしくは講義外で出された課題に学生が参加し、実際に取り組む度合い。
・教材の暗記中心でなく、財務会計学入門について個人的に意味を見出し、理解しようとする
度合い。
　さらに、Barb.B と Julia.H は調査の途中で、
・問題解決型討論にかなりの時間を割く演習（ゼミナール）講義スタイルの導入、
・小人数クラス（35 人から 45 人）の講義規模へ変更、
・ニュース記事や実世界で発生した問題の利用、
・高次思考技術（higher-orderthinkingskills）を必要とする問題や課題に対する答えを毎週末に
提出、
・オンラインテストの採用、
など、アンケート結果を受けて、実践重視の教授方法を取り入れた変化を順次加えることで効
果的な教育方法を探る手法を導入し、その影響や結果を検討した（Barb.BandJulia.H,［2013］,
p3）。
　Barb.B と Julia.H は、様々な変化が加えられた後の最終アンケートで、調査対象の 4 大学の
 1）TheClassroomSurveyofStudentEngagement（CLASSE）とは、4 ポイントリッカートスケールを用い
て、学生参加、認識技術、教育上の実践、クラス環境などに関する 38の定量的な回答質問項目から成
る。教員が 8 項目まで質問を追加でき、学生調査からどのような活動が重要か調査する。
 2）TheLancasterApproachestoStudyingQuestionnaire（ASQ）とは、学習環境と学生が好む学習アプロー
チの相互作用の研究から発展し、深層学習アプローチ、戦略学習アプローチ、表層学習アプローチの
3 つの尺度に均等配分した 18 項目のアンケート結果を調査するアプローチである。
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学生が大学が提供する学習アプローチを高く評価したことに一定の効果を見ている。また、「会
計学という専門分野の学習に戸惑わなくなった」と多くの学生が回答したことも重要な成果で
ある。このような調査結果から、Barb.B と Julia.H は、低学年から会計学を専門的に学ぶこと
は、少しでも早く多くの会計基本知識や技術に触れることが出来、会計学に対する苦手意識を
取り除き、将来に渡り会計学を学ぶことは必要であるという意識を学生に抱かせることに繫が
るため有意義である、との結論に至っている。そしてそのためには、実践的な学びを奨励する
教育ならびに評価アプローチの整備が不可欠である、とまとめている（Barb.BandJulia.H,
［2013］,p6）。
4 ．我が国の会計初学者への調査と結果
　筆者が、本務校の入学間もない学生に対する財務会計入門講義の提供の有無や、提供する場
合は確実に効果に繫がる講義内容や方法、について検討するにあたり、カナダの研究において
調査対象となった 4 つの大学のうち、特に TraditionalUniv. の結果を参考にアンケートを実施
し、得られたアンケート結果の比較対象とした。その理由は大学の規模がもっとも近く（中規
模総合大学）、学位が同じ（経営学士）であり、さらに調査の途中で行われた学習環境の変更が
最も本務校に適していると判断したためである。
　TraditionalUniv. の詳細な調査は、次のような流れで行われた（Barb.BandJulia.H,［2013］,
pp24-25）。
・調査開始前は、経営学部カリキュラム内に財務会計入門講義を設置し、受講登録した 600 人
の学生を 2 クラスに分け、半期 13 週 90 分間講義を提供していた。評価は、2 回の中間テス
ト（配点全体の 20％× 2 回）と最終試験（配点全体の 50％）、講義外の課題である 2 人以上
のグループプロジェクトとオンライン小テスト（各 5％）、という配分で評価した。
・2009 年冬に実施された最初の調査アンケートで、学生が大人数による講義や、講義外の課題
の評価配分の低さに不満を抱いていることが判明し、受講登録者 600 人を 50 人ずつ 12 クラ
スに分け、週3回の 90分間講義に変更した。しかし、クラス数の多さのため講義内容が一致
せず、このクラス編成も学生からの評判が悪かった。
・2009 年秋には、120 人クラスが編成され、学生が学習意欲を持つようデモンストレーション
型（講義内容をその場で実践しながら進める講義方法）90分間講義の週 2回の開講に変更さ
れた。成績評価も、2 回の期間内テスト（配点全体の 20％× 2 回）と最終試験（配点全体の
40％）、講義外の課題 2 人以上のグループプロジェクト（10％）および、宿題（5％）、オン
ライン小テスト（5％）、という配分に変更された。改善にもかかわらず、登録学生の 2 分の
1 から 3 分の 2 が講義を欠席していた。
・2010 年冬、クラス内の人間関係を強化する目的で 80 人までクラスの学生数を減らし、さら
にグループワーク、問題解答を主とした勉強会、学外プロジェクトなど教室から離れた学び
の場を提供した。その効果は如実に表れ、学生は最終アンケートにおいて講義の進行度合い
と講義内容に満足していると回答し、講義への出席率が大幅に伸びるという結果になった。
　TraditionalUniv. への調査から、講義時間内外問わず参加型・実践型の教材を用いて、教員や
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他の学生と共に深く考察する学習環境、すべての学習活動に関して公正かつ適正に体系化され
た成績評価は学生に達成感と成長を実感させ、さらなる学習への意欲となることが証明された。
また魅力ある学習環境においては、出席を強要しなくても自然に出席率が高くなることも明確
になった（Barb.BandJulia.H,［2013］，pp4-5）。
　TraditionalUniv. の結果を参考に、2017年 7月に筆者の本務校において、同年4月に入学と同
時に唯一の会計関連の必修科目として「簿記Ⅰ」を受講し簿記を学び始めた、もしくは改めて
初めから学ぶ約 210 人の学生に対しアンケートを実施した。ほとんどの学生が簿記の初学者で
あり、同年 7 月に行われる全国経理教育協会簿記検定試験 3 級に向け、基本会計知識と技術の
教授と問題解答中心の講義を受講している。講義は3クラスに分かれて編成され3）、同時間に開
講している。学生による講義内の主たる活動はノートテイクと問題解答に限定される。アンケ
ートでは次のような質問を投げかけた。
≪第 1 回アンケート（2017 年 7 月 5 日実施）≫
　経営学部 1 セメスターの皆さんに、簿記Ⅰを受講した経験を踏まえてのあなたの考え方や行
動についてお尋ねします。以下の項目は，あなたの考え方や行動にどの程度あてはまりますか。
1 ．全くあてはまらない
2 ．あまりあてはまらない
3 ．どちらともいえない
4 ．ややあてはまる
5 ．よくあてはまる、
のなかから選び、選んだ番号を記入してください。
≪質問≫
1 ：講義中に質問をしましたか？
2 ：講義前に予習をしますか？
3 ：講義中に他の学生と講義内容（ここでは簿記に関すること）について話し合ったことがあ
りますか？
4 ：講義中ノートを取っていますか？
5 ：講義外に教員に質問をしたことがありますか？
6 ：出欠、成績、評価などについて教員と話した（相談した）ことがありますか？
7 ：講義外で教員と科目内容について話したことがありますか？
8 ：教員に話しかけることに抵抗はないですか（恥ずかしいとか、変な質問ではないかなど不
 3）各クラスの登録数は、第 1クラスが71名（うち再履修生および他学部生6名）、第2クラスが75名（う
ち他学部生 2 名）、第 3 クラスが 119 名（うち再履修生および他学部生 28 名）である。
大学会計教育方法の考察
235－ －
安がありますか）？
9 ：出された課題や宿題は必ず行いました？
10：講義外で他の学生と共同学習（課題や宿題、自主勉強）したことがありますか？
11：他の学生に科目内容（簿記の解き方など）について個人的に教えたことがありますか？
12：インターネットを利用して課題や宿題をしたことがありますか（簿記の解き方をインター
ネットで調べたなど）？
13：課題や宿題を 1 時間以上かかっても必ず完成させますか（途中で諦めませんか）？
14：講義内容についてなるべく深く考え理解しようとしていますか？
15：復習をするのに講義中にとったノートを利用していますか？
16：勉強会があったら参加しますか？
17：講義中や、講義外の課題や宿題にできる限り努力していると思いますか？
18：小テスト、定期試験、検定試験に向けて最善を尽くしたと思いますか？
19：欠席を何回しましたか？
20：簿記に興味を持ちましたか？
21：簿記は難しかったですか？
22：さらに上の段階（上級簿記や会計学など）を学習したいと思いますか？
　アンケート項目は Barb.B と Julia.H が採用した項目を参考に決定した。アンケート結果は次
のようになった。
表 1　第 1 回（2017 年 7 月 5 日実施　202 名回答）アンケート結果　問 19（欠席回数）のみ
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表 2　第 1 回（2017 年 7 月 5 日実施）アンケート結果　問 19 以外
表 3　第 1 回（2017 年 7 月 5 日実施　202 名回答）アンケート結果　相関関係
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　第 1 回アンケート結果から、
・表 1（問 19）より、欠席数 3 回以下が 88％と出席率が高いこと、
・表 2 の問 3 ～問 8 の回答から、学生の受講態度は消極的であり、教員と積極的にコミュケー
ションを取っていないこと、
・表 2 の問 13 ～問 18 の回答から、全力ではなく、ほどほどに勉強に取り組んでいること、
・表 3 から、問 13 と問 17、問 17 と問 18、問 20 と問 22 に相関があること、
・相関のある問 20 と問 22 から、高学年で会計学を専攻する学生は大幅に減少しそうであるこ
と、
・問 19 と各問 3、問 9、問 10、問 11、問 13 の相関から、欠席回数が少ない学生ほど簿記学習
に真面目に取り組んでいること、
などが読み取れた。この結果を受けて Barb.B と Julia.H が行ったように受講者数や受講環境な
ど条件を変更することなく、学生全員が簿記学習に最も取り組んだであろう全国経理教育協会
簿記検定試験 3 級の受験直後に、別の質問事項の第 2 回アンケートを実施した。
≪第 2 回アンケート（2017 年 7 月 26 日実施）≫
　経営学部 1 セメスターの皆さんに簿記Ⅰを受講した経験を踏まえてのあなたの考えについて
お尋ねします。以下の項目に答えてください。
≪質問≫
1 ：簿記クラスの人数に関してどのように感じましたか？
　　　　 1 ．簿記講義を受ける人数としては多すぎた
　　　　 2 ．簿記講義を受ける人数としては少し多すぎた
　　　　 3 ．どちらともいえない
　　　　 4 ．簿記講義を受ける人数としてはまあまあ適切であった
　　　　 5 ．簿記講義を受ける人数としては適切であった
2 ：あなたが勉強しやすいと考える適切な簿記クラスの人数について教えてください。
　　　　 1 ．2，3 人
　　　　 2 ．5 人から 10 人
　　　　 3 ．10 人から 30 人
　　　　 4 ．30 人から 50 人
　　　　 5 ．50 人から 100 人
　　　　 6 ．100 人以上
3 ：2 で番号を選択した理由を教えてください。
4 ：簿記教科書の単元の順番についてどう思いましたか？
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　　　　 1 ．理解しにくい順番であった
　　　　 2 ．やや理解しにくい順番であった
　　　　 3 ．どちらでもない
　　　　 4 ．やや理解しやすい順番であった
　　　　 5 ．とても理解しやすい順番であった
5 ：簿記の勉強をやり直すなら、何から習うと理解しやすいと思いますか。教えてください。
表 4　第 2 回（2017 年 7 月 25 日実施　209 名回答）アンケート結果
表 5 　第 2 回（2017 年 7 月 25 日実施　209 名回答）アンケート結果
　　　　　　　設問 1 と設問 2 および 4 の関係
6人
6人
28人
30人
3人
設問1を1もしくは2と回答した
学生の設問2の回答
1
2
3
4
5 
2人 2人
19人
24人
18人
設問1を4もしくは5と回答した
学生の設問2の回答
1
2
3
4
5
11人
15人
20人
20人
7人
設問1を1もしくは2と回答した
学生の設問4の回答結果
1
2
3
4
5
2人
8人
20人
15人
19人
1人
設問1を4もしくは5と回答した
学生の設問4の回答結果
1
2
3
4
5
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　第 2 回アンケート結果から次のことが読み取れた。
・表 4の問 1の回答から、1クラスの受講者数（約 90名）に 70％の学生が特に不満を抱いてい
ない。
・表 4 の問 2 の回答から、70％の学生が、1 クラスの受講者数は 10 名から 50 名（回答番号 3
と回答番号 4）の中規模クラスが望ましいと考えている。
・10名から 50名が望ましいと問2において回答した理由は次のようであった（209名中 115名
回答）。
　　　・人が多いと集中できないため　5 名
　　　・少人数の方が質問しやすい　25 名
　　　・なんとなく　10 名
　　　・多すぎず少なすぎない人数と思うから　15 名
　　　・適切である　3 名
　　　・ちょうどよい　9 名
　　　・中学、高校のクラス人数と同じくらいの人数が良い　7 名
　　　・教え合えるから　6 名
　　　・人数が少ないほうが受けやすい　6 名
　　　・人数が少ないと勉強に集中できる　8 名
　　　・中規模くらいのクラス人数の方が良い　3 名
　　　・先生の目が行き届く　7 名
　　　・うるさいから　3 名
　　　・人数が多いと黒板が見えないなど教室の問題があるから　2 名
　　　・100 人以上だと気が緩むため　1 名
　　　・個別指導のようだから　2 名
　　　・進行度合いが分からなくなるから　1 名
　　　・人数が多いほうが質問される確率が低くなるから　2 名
・表 4 の問 4 の回答から、回答番号 4（24％）が回答番号 2（16％）を上回り、回答番号 3 ～
5 が 74％あることから、使用している教科書については特に不満はない。
・以下の問 5 の結果から、学習の初期の段階（取引要素の結合の段階）で理解が徹底されてい
ないことが示された（209 名中 129 名が回答）。
　　　・仕訳　69 名
　　　・精算表　13 名
　　　・小口現金　13 名
　　　・勘定科目　9 名
　　　・現状維持　9 名
　　　・基礎から　13 名
　　　・問題集に沿って　1 名
　　　・簿記検定試験の出題番号順（仕訳、P/LB/S　伝票、小口現金、商品有高帳、精算表の
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順）1 名
・表 5 より、クラスの人数が多すぎると感じた学生は講義の進行スピードに対しても不満を抱
く傾向にあり、「仕訳」に講義時間を長く割いて欲しいと回答している。
・表 5より、「仕訳」を理解できたが、最終の「精算表」で分からなくなったという学生が、「仕
訳」からやり直したいという学生の次に多かった。
　TraditionalUniv. のアンケート結果を参考に、本務校の学生へのアンケート結果を総括すると、
クラスの受講者数の検討・改善に早期に取り掛かるべきといえるだろう。適切なクラス規模で
あれば学習しやすいと考えている学生が多く、それは多すぎず少なすぎず、目立ちすぎず、教
員の目が届きやすい人数であり、具体的には 50 名前後であると示された。教員に質問しやす
く、学生同士で教え合える人数という回答もあり、積極的に講義に参加するための環境作りと
して実践すべきであろう。
　次に、「仕訳」の段階でもっと時間を割いて欲しかったとの回答は、学習意欲を持つ学生と頻
繁にコミュケーションできる関係の構築と、そのような関係から判明する理解がおぼつかない
箇所への教育アプローチの改善（説明方法の変更や反復学習の徹底など）で学習意欲を繋ぎと
められる可能性があること示している。本務校で実施したアンケートは簿記講義以外を受講し
ている学生へのアンケートとはならなかったが、簿記離れが著しい本務校においても、さらに
学習環境や方法に改良を加えていけば、会計学を学ぶ意欲を持つ学生を増加させる可能性があ
ることが分かった。
　反面、TraditionalUniv. の傾向とは異なり、講義出席だけを重視し、積極的に講義や講義外の
課題に参加することなく、ほどほどの最終テストの点数で単位取得が出来れば良いという雰囲
気が蔓延している本務校の学生に、意欲的かつ積極的な参加が求められる講義内外の活動や、
そのような活動に重点を置いた成績評価方法などの導入に関して、その有無も含め、明確な答
えを得るには至らなかった。
5 ．おわりに
　Barb.B と Julia.H が実施した受講者数（クラスサイズ）および教育アプローチ（環境整備、
学習方法、評価方法など）に注目した低学年対象の財務会計講義受講者への調査は、受講者数
が教員の教育アプローチの質や量に大きく影響をもたらし、もれなく学生の学習意欲にも大き
く影響することを示した。さらに、調査途中に行なわれた学習環境の変更から、低学年の段階
で、小人数の受講者で編成され、講義時間内や教室内に限らない実践型教育アプローチを盛り
込んだ会計学講義が学生の会計学習への意欲を高める方法として期待できることが証明された。
そしてカナダの大学会計教育において次に取り組むべきことは、低学年対象の大学会計教育の
質の最良化とその恒久化、言い換えれば、学生が常に優れた講義教材や課題の提供を受け取り
組めるよう、効果的、発展的そして堅固な教育カリキュラムの体系化であるとまとめている
（Barb.BandJulia.H,［2013］,pp65-67）。
　我が国ではどうであろうか。我が国の平均の傾向に近いと考えられる本務校のアンケート結
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果からのみではあるが考察する。
　生涯に渡り継続して会計学を主体的に学ぶ割合はとても低いであろう我が国の学生に、大学
在学中だけでも会計学を学ぶ意欲を持たせるためには、低学年対象の会計学講義を設定し、な
るべく早い段階で興味を抱き、苦手意識を無くすよう会計学に触れることは少なからず意味が
あると考えるが、問題はその内容や方法である。欧米諸国の学生と比較し、表層学習に慣れて
おり、学習意欲も低い我が国の学生にいきなり深層学習を強要することは負の効果しかもたら
さないであろう。特に講義外での活動はハードルが高い。
　しかしながら Barb.B と Julia.H が調査途中に行った学習環境の変更から、当たり前のことで
はあるが、学生の会計学習意欲の保持そして維持には、教員による教育に対する意識改革と意
識改革から生まれた新たな教育方法を確実に実践する行動力が不可欠であり、行動力の無さが
現状の課題を解消できない最大の理由であるとの考えに至った。本務校においても、表層学習
中心の講義を続けながら、部分的かつ段階的に様子をうかがいつつ深層学習を取り入れた教育
アプローチを確実に実践することが現在のところ採り得る最善であり、会計教育充実への確実
な歩みであると考える。
　本年度の冬学期の初日に、「簿記Ⅰ」受講者の 10 分の 1 に減少した会計学専門講義を受講し
た上級生に2、3質問を投げかけた。簿記Ⅰを終えさらに専門的に会計学を学ぼうと考えた理由
については簿記資格取得希望が大多数を占めたが、会計学や簿記学に興味があると答えた学生
もいた。将来的には金融業や税理士事務所への就職希望と答えた学生が過半数以上いた。また
学生全員が会計学や簿記は暗記が多く難しいと答えた。難しいと答えながらも、将来を見据え
て、また興味を抱いて会計学を学習する意欲を持つ学生が少ないながらもいることに安堵し、
会計学を専門的に学習する意思を持つ学生をさらに増やせるよう、実践型学習を取り入れた会
計教育方法や学習環境の改善をなるべく早く、そして確実に推進していく必要性があるだろう。
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